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経済波及効果過去1331事例の分析レポート発売のご案内 

 

 

弊社(株)コミュニケーション科学研究所は、1977年に設立以来、企業と消費者の

間のコミュニケーション問題、もう一方では、地方自治体と住民のコミュニケーシ

ョンの課題解決に関心を向けて、消費者の意識調査や地域住民の生活意識に関する

調査を追求してきました。 

これらの諸々の調査活動の傍ら、「地域活性化」の課題にも取り組み、その中で、

地域におけるイベントや新規事業開発に伴う「経済波及効果」の分析についても取

り組んできました。 

当社では、1970年代に活動開始以来、さまざまな地域活性化事業にともなう「経

済効果」の分析に取り組むとともに、新聞等に発表される「経済効果」の事例を収

集し、さまざまな事例の傾向を分析してまいりました。 

これらの成果をふまえまして、昨年、1985年～2023年までに発表された「経済

効果」の事例を856例対象に分析しました。 

本年は、1985年～2025年までの新聞発表事例を調査し、1331事例に増加充実さ

せて再度分析を加え、第２回レポートを編集しました。 

以下は目次などをまとめましたので、ご覧いただき、ご購入賜りますようお願い

申し上げます。 

また、報告書の内容その他につきまして、もう少し踏み込んだ内容等のご質問が

ありましたら、当研究所にお問い合わせをいただきますようお願い申し上げます。

（E-mail:sunohara@csi-net.co.jp TEL:03-6709-8420㈹） 

 

2026年9月 

(株)コミュニケーション科学研究所 

代表取締役 春原豊司 
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「経済波及効果の事例研究」 

次のタイトルで分析レポートを出版しました。 

 

   地域活性化と経済波及効果の分析 2026年版 

Ａ４版 226頁 定価18,000円（税別） 

 

目 次 

第I章 経済波及効果分析について 11ページ 

第II章 全国1331事例データベース 基本分類別 時期別 地域別 総合効果額の分析 25ページ 

第III章 特徴あるプロジェクトの地域分布 63ページ 

第IV章 第IV章 2025年の特別分析 93ページ 

第V章 事例データベース 113ページ 

 全226ページ 

 

 中心テーマは1985年～2025年までの「経済波及効果分析」の事例1331件の分析です。 

 調査分析は(株)コミュニケーション科学研究所の春原豊司が中心となって実施しました。 

 

※当社ホームページも参照してください。 

https://www.csi-net.co.jp/ 

 

https://csi-net.co.jp/cms/keizaikouka 
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会社概要 

 

➢ コミュニケーション科学研究所は、マーケティング調査業務だけでなく広報計画、CI計画導入のプランニング

など、企業・行政と生活者との双方向のコミュニケーションの問題意識、課題解決の視点からの企画提案、

具体化計画、および実施運営などに携わってきました。 

➢ 公共、民間の環境動向の分析を踏まえ、地域と社会、企業と生活者における問題、課題解決のため、コミュ

ニケーション、マーケティング、マネジメントなど下記の3つの領域、且つ多面的な事象、テーマを踏まえた調

査分析と提案を行っています。 

 

 

社 名 
株式会社コミュニケーション科学研究所 

Communication Science Institute Inc. 

設 立 1977年1月27日 

資本金 3,000万円（授権資本4,000万円） 

代表者 
代表取締役会長 春原豊司 

代表取締役社長 竹内敏博 

社 員 25名 2018年2月時点 

業務内容 

[企業関連] 

➢ 商品開発、流通政策、ブランディング等の調査分析と戦略立案。 
➢ 広告活動の効果測定の企画設計と手法等の提案と調査分析調査に基づくマーケティング、

コミュニケーションの戦略立案 etc. 

[行政、自治体関連] 

➢ 地域振興、地域ブランディングに関する調査研究 
➢ まちづくりや地域活性化に関する調査研究 
➢ 広報コミュニケーション（合意形成等）に関する住民意識調査、内外環境調査の分析 
➢ 社会・経済動向と問題等に関するマスコミ情報の論調分析 etc. 

[共通] 

➢ 地域開発、観光振興など具体事業、計画等における経済波及効果（測定モデルによる）調
査、事業化の可能性調査など。 

➢ 企業や自治体（県・市など）の存在価値、イメージ確立の手法CI（Corporate Identity）導入の
調査設計・分析、広報PRに向けた総合コミュニケーション戦略立案 etc. 

所在地 

〒160-0007 東京都新宿区荒木町20-21インテック88ビル5F 

  Tel.03-6709-8420 Fax.03-6709-8457 

  https://www.csi-net.co.jp/ 

所属团体 
社団法人 日本マーケティング・リサーチ協会 

社団法人 日本パブリックリレーションズ協会 

コミュニケーション

国際コミュニケーション

メディア戦略 イメージ戦略 ソーシャル・リレーションズ

パブリック・リレーションズ インナー・リレーションズ

コーポレイト・コミュニケーション

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

イベント開発

文化戦略

商品開発 CS戦略 CI

マーケティングコミュニケーション

流通戦略 市場分析

セールスプロモーション

市場トレンド分析

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

フィランソロピー

意識改革 組織開発

情報システム

行政改革 経営革新

経営管理システム 教育プログラム開発

経済波及効果分析 行政改革

都市経営
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会社概要 

 

 

 

 

 

 

  

I. PRアプローチによるリサーチ

1 ファッショントレンド調査編集長インタビュー

2 CIアプローチ型調査

3 イシューアナリシスによるオピニオン構造分析

4 記号論適用による新製品コンセプト

5 ネーミング分析と開発

6 コミュニケーション戦略研究

調査分析メニュー

II. 分析手法特化型リサーチ

1 キーフレーズによる潜在構造分析

2 オピニオン分析による21世紀シナリオライティング

3 顧客満足度/CSI・BOX分析

4 デルファイ調査による将来予測

5 数量化II類による潜在需要シミュレーション

6 コラージュによるコンセプトシミュレーション

III. 分野特化型リサーチ

1 自動車に関する調査

2 食と健康のマーケティング

3 外食マーケティングリサーチ

4 先進施設（文化施設）の調査

5 ゲームソフトリサーチ

6 気象マーケティング分析

IV. 地域関連調査

1 地域物産開発/地域おこし

2 地域社会の将来予測
（人口、5階級、計量経済モデル）

3 イベントの経済波及効果

4 地域CI調査

5 コミュニティリレーションリサーチ(CR)

6 地域貢献文化施設の開発調査

V. 観光関連業務
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※報告書をご希望の方はこの用紙をご記入のうえFAXまたはメール､郵送にてお申し込み下さい。 

 書店へのご注文も可能です。（ISBN978-4-99151510-1） 

 

(株)コミュニケーション科学研究所 御中 
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